
令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　効果検証

◎全体評価 単位：千円

事業区分の概要 総事業費 国庫補助金 交付金 地方債 その他特財 一般財源

物価高騰の影響を受ける生活者を支援する 18,183 0 7,062 0 0 11,121

物価高騰の影響を受ける低所得者等を支援する 443,486 0 443,485 0 0 1

◎個別事業評価

Ⅰ 生活者支援

Ａ 単位：千円

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助金 交付金 地方債 その他財源 一般財源

1
物価高騰に伴う小中学校
給食に関する負担軽減
事業

①食材費が高騰する中、小中学校の学校給食における食材費等の一部を支
援し、給食費に係る保護者負担を軽減する。
②1食当たりの給食単価に、物価高騰分の上乗費用

Ⅰ 生活者支援 R6.12 R7.3 18,183 0 7,062 0 0 11,121
①18,182,116円
②町立小中学校11校

子育て世帯の負担軽減を図る
ため、給食費に係る保護者負
担の増額を０にする。

Ａ：効果があった
　食材費等が高騰する中、小中
学校の給食費に係る子育て世帯
の負担を軽減することができた。

学校教育課

合計 18,183 0 7,062 0 0 11,121

Ⅱ 低所得者等支援枠

Ａ 単位：千円

Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助金 交付金 地方債 その他財源 一般財源

1

低所得者支援臨時特別
給付金（R5均等割のみ課
税世帯）【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②給付金及び事務費

Ⅱ　低所得者等支
援

R6.4 R6.7 63,813 0 63,813 0 0 0
①63,813,219円
②R5均等割のみ課税世帯　643世帯

対象世帯に対して令和6年4月
までに支給を開始する。

Ａ：効果があった

物価高騰により困窮した住民税
非課税世帯等に対し、令和6年4
月までに給付金の支給を開始
し、迅速な経済的支援を行うこと
ができた。

福祉課

2
低所得者支援臨時特別
給付金（こども加算）【物
価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②給付金（こども加算）及び事務費

Ⅱ　低所得者等支
援

R6.1 R6.6 15,516 0 15,516 0 0 0
①15,515,963円
②こども数　　308人

対象世帯に対して令和6年2月
までに支給を開始する。

Ａ：効果があった

物価高騰により困窮した住民税
非課税世帯等に対し、令和6年2
月までに給付金の支給を開始
し、迅速な経済的支援を行うこと
ができた。

福祉課

3

住民税非課税世帯等臨
時特別給付金給付事業
（７万円）【物価高騰対策
給付金】R6計画分

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。
②給付金

Ⅱ　低所得者等支
援

R6.2 R7.3 18,250 0 18,250 0 0 0
①18,250,000円
②R5非課税世帯　244世帯
　 被災世帯　　　　　 12世帯

対象世帯に対して令和6年2月
までに支給を開始する。

Ａ：効果があった

物価高騰により困窮した住民税
非課税世帯等に対し、令和6年2
月までに給付金の支給を開始
し、迅速な経済的支援を行うこと
ができた。

福祉課

4
低所得者等支援臨時特
別給付金

①物価高が続く中で低所得世帯等への支援を行うことで、低所得等の方々の
生活を維持する。
②給付金（一部こども加算有）及び事務費

Ⅱ　低所得者等支
援

R6.4 R7.1 345,907 0 345,906 0 0 1

①345,906,536円
②R6非課税世帯　　　　257世帯、こども数　34人
 　R6均等割世帯　　　　211世帯、こども数　39人
　 被災世帯こども数　　　　　 6人
　 定額減税対象者数　12,370人

対象世帯に対して令和6年7月
までに支給を開始する。

Ａ：効果があった

物価高騰により困窮した住民税
非課税世帯等に対し、令和6年7
月までに給付金の支給を開始
し、迅速な経済的支援を行うこと
ができた。

企画課
福祉課

合計 443,486 0 443,485 0 0 1

事業実績
①事業費
②実施内容総事業費

財源内訳

Ｎｏ 事業名称
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容

事業区分
 Ⅰ 生活者支援
 Ⅱ 低所得者等支援

事業
始期

事業
終期

成果目標

事業評価
Ａ：効果があった
Ｂ：まあまあ効果があった
Ｃ：どちらともいえない
Ｄ：ほとんど効果がなかっ
た
Ｅ：効果がなかった

担当課による評価 担当課

担当課による評価 担当課成果目標

事業評価
Ａ：効果があった
Ｂ：まあまあ効果があった
Ｃ：どちらともいえない
Ｄ：ほとんど効果がなかっ
た
Ｅ：効果がなかった

総事業費

財源内訳

事業
終期

事業実績
①事業費
②実施内容

Ｎｏ 事業名称
事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容

事業区分
 Ⅰ 生活者支援
 Ⅱ 低所得者等支援

事業
始期

Ⅰ 生活者支援

Ⅱ低所得者等支援

事業評価
 Ａ：効果があった
 Ｂ：まあまあ効果があった
 Ｃ：どちらともいえない
 Ｄ：ほとんど効果がなかった
 Ｅ：効果がなかった

Ａ：効果があった 

事業区分

Ａ：効果があった 


